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要支援，要介護  1 レベルの軽度の認定率は，比
較的地域差が大きく，最も高い地域と最も低い地





























り，要介護 1 とされていたものが要支援 2 と要













1 長 崎 県 21.1% 25 北 海 道 17.2%
2 徳 島 県 20.8% 26 新 潟 県 17.2%
3 和歌 山県 19.9% 27 富 山 県 17.0%
4 愛 媛 県 19.7% 28 岩 手 県 17.0%
5 島 根 県 19.4% 29 山 形 県 16.7%
6 岡 山 県 19.2% 30 福 島 県 16.5%
7 鹿児 島県 19.0% 31 長 野 県 16.3%
8 広 島 県 18.8% 32 宮 崎 県 16.2%
9 青 森 県 18.6% 33 宮 城 県 16.2%
10 鳥 取 県 18.6% 34 東 京 都 16.0%
11 秋 田 県 18.5% 35 奈 良 県 15.9%
12 大 分 県 18.5% 36 群 馬 県 15.8%
13 熊 本 県 18.5% 37 福 井 県 15.7%
14 大 阪 府 18.3% 38 滋 賀 県 15.6%
15 高 知 県 18.2% 39 岐 阜 県 14.9%
16 福 岡 県 18.1% 40 山 梨 県 14.8%
17 香 川 県 17.9% 41 神 奈 川県 14.7%
18 沖 縄 県 17.7% 42 栃 木 県 14.7%
19 佐 賀 県 17.6% 43 静 岡 県 14.4%
20 三 重 県 17.5% 44 愛 知 県 14.3%
21 石 川 県 17.3% 45 茨 城 県 13.6%
22 兵 庫 県 17.3% 46 千 葉 県 13.6%
23 京 都 府 17.2% 47 埼 玉 県 13.1%
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支援，要介護 1 である要支援 1 から要介護 1 ま























に求める，b 要支援 1 ， 2 を要支援カテゴリー，
要介護1から5を要介護カテゴリーとして求める， 
c 要支援 1 から要介護 1 までを軽度カテゴリー，





















続いて要介護 3 の.707，要介護 2 の.704，要介
護1の.694の順で強い相関がみられる。次に，年
齢別にカテゴリー化した要介護率との相関をみる






















要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５
全体 .763 .554 .694 .704 .707 .534 .586
65歳以上
75歳未満
.569 .471 .302 .103 -.033 -.059 .166
75歳以上 .778 .806 .708 .746 .700 .569 .604
要支援 要介護 軽度 重度
全体 .838 .842 .887 .723
65歳以上
75歳未満
.557 .136 .544 .059














































































要支援 要介護 軽度 重度
全体 .652 .652 .711 .541
65歳以上
75歳未満
.397 .060 .380 .018
75歳以上 .667 .624 .715 .519
表４ 要介護認定率全体と要介護度の順位相関係数
要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５
全体 .580 .406 .469 .526 .491 .402 .447
65歳以上
75歳未満
.402 .321 .210 .032 -.043 -.047 .138
75歳以上 .600 .600 .482 .530 .497 .404 .456  
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 要介護度による重回帰分析の結果をみると表 6 
のようになる。各要介護度の変数を独立変数にし
た場合，標準偏回帰係数が高いのは，要支援 1 





以上の要支援 1 の.350であり，要支援 2 の.212，






















































要介護 1 の2.86％，要介護 3 の2.70％の順で高
い数値となった。さらに，年齢別の数値をみると，






いても要介護 2 の平均値が高いことがわかる。 
 次に，標準偏差の結果をみる。最も高い数値を
示したのは，要支援 1 の0.75％となった。次い
で，要支援 2 が0.53％，要介護 1 が0.41％，要
介護 5 が0.34％の順で高くなった。さらに，年
齢別の数値をみると，75歳以上の要支援  1 が
0.65％と最も高く，次いで，要支援 2 の0.40％，
要介護 1 の0.37％，要介護 5 の0.34％の順で高
い数値を示した。その一方で，65歳以上75歳未
満をみると，最も高い数値でも要支援  1 の
0.11％であり，その他は0.01％台と低い数値を
示している。この結果をみると，要支援 1 ，要





















要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５
年齢全体 .459 .137 .229 .232 .104 .095 .200
要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５
65歳以上
75歳未満
.054 .046 .033 .027 .044 .030 .017
75歳以上 .350 .212 .207 .132 .118 .104 .174
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要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５
平均 2.04% 1.94% 2.86% 2.98% 2.70% 2.16% 1.94%
標準偏差 0.75% 0.53% 0.41% 0.29% 0.20% 0.21% 0.34%
平均 0.28% 0.34% 0.34% 0.40% 0.33% 0.24% 0.22%
標準偏差 0.11% 0.08% 0.06% 0.07% 0.04% 0.03% 0.03%
平均 1.73% 1.98% 2.45% 2.46% 2.28% 1.86% 1.66%









要支援 要介護 軽　度 重　度 年　齢
平均 4.43% 12.63% 7.30% 9.77% 17.07%
標準偏差 1.11% 1.12% 1.37% 0.91% 1.87%
平均 0.61% 1.53% 0.95% 1.18% 2.14%
標準偏差 0.18% 0.20% 0.21% 0.16% 0.32%
平均 3.71% 10.71% 6.16% 8.26% 14.42%







































































要支援 1 ，要支援 2 ，要介護 1 が，要介護認定
率全体に大きな影響を与えていると考えることが
できる。また，重回帰分析の結果から，その中で
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2008年度の要介護認定者数は，要支援  1 が
571,527人，要支援  2 が659,954人，要介護  1 が
784,451人，要介護  2 が821,157人，要介護  3 が
735,536，要介護 4 が586,977，要介護 5 が513,078
人であり，要介護 2 の要介護認定者数が最も多
い。 
 次に，標準偏差の結果をみると，要支援 1 の




























 平均値が最も高い要介護 2 と，標準偏差が高






























 このように75歳以上の要支援 1 ，要支援 2 ，
要介護 1 の軽度カテゴリーにおいて要介護認定
率の較差は大きくなる。では，なぜ75歳以上の
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  2 つ目に，本稿の考察では，75歳以上の要支





















（ 3 ）厚生労働省「介護保険制度改革の概要」 
   http://www.pref.kagoshima.jp/__filemst__/ 
7718/data.pdfのURL参照。 
（ 4 ）清水谷諭・稲倉典子，2006，p.83～p.95。 
（ 5 ）中村秀恒，2006，p.1～p.7。 
（ 6 ）栗盛須雅子・渡部月子・高燕・星旦二，2009，
p.22～p.28。 
（ 7 ）小林哲也，2010，p.22～p.28。 

















   http://www.pref.kagoshima.jp/__filemst__ 
/7718/data.pdf#search 
 4 ）厚生労働省偏（2005）．平成17年版 厚生労
働白書，ぎょうせい，47-55． 
 5 ）栗盛須雅子・渡部月子・高燕ら（2009）．都
道府県別要介護認定割合の較差と関連する
要因の総合解析，厚生の指標，27(1)，1-8． 
 6 ）村瀬洋一・高田洋・廣瀬毅士ら(2009)．
SPSSによる多変量解析，オーム社， 119-
140． 
 7 ）中村秀恒（2006）受領状況が要介護認定率
の地域差に及ぼす影響，厚生の指標，53(5)，
1-7． 
 8 ）小田利勝(2007)．ウルトラビギナーのため
のSPSSによる統計解析入門，プレアデス出
版，63-116． 
 9 ）清水谷諭・稲倉典子(2006)．公的介護保険
の運用と保険者財政，会計検査院研究，
(34)，83-95． 
10）蘇珍伊・岡田進一・白澤政和(2007)．特別
養護老人ホームにおける介護職員の仕事の
有能感に関連する要因－利用者との関係と
職場内の人間関係に焦点をあてて－，社会
福祉学，47(4), 124-135． 
11）高橋紘士(2006)．地域包括支援センター 
ソーシャルワーク実践，中央法規，7-10． 
 
 
